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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第111期

第３四半期
連結累計期間

第112期
第３四半期
連結累計期間

第111期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 3,146 3,786 4,762

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1 126 127

親会社株主に帰属する四半期（当
期）純利益又は親会社株主に帰属
する四半期純損失（△）

(百万円) △2 98 108

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 49 23 162

純資産額 (百万円) 2,070 2,187 2,183

総資産額 (百万円) 5,068 5,185 5,252

１株当たり四半期（当期）純利益
又は四半期純損失（△）

(円) △3.38 127.73 140.51

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.8 42.2 41.6
 

　

回次
第111期

第３四半期
連結会計期間

第112期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益又は１株
当たり四半期純損失金額（△）

(円) △82.54 0.91
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第111期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第111期及び第112期第３四半期連結

累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。　

EDINET提出書類

株式会社中央製作所(E01940)

四半期報告書

 2/15



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善を背景に、雇用や個人所得環境に改善が見

られ、緩やかな回復基調で推移してまいりましたが、米中の通商政策に基づく貿易摩擦をはじめとする海外経済の

不確実性の高まりにより、依然として先行き不透明な状況が続いております。

こうした経済情勢の中で、当社グループは国内需要にとどまらず海外での需要に積極的に対処できる体制の整

備・充実を図るとともに、新製品、新技術の開発による新規顧客の獲得や競争力強化のためのコスト低減等に取り

組み、需要の掘り起こしに注力してまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の受注高は3,952百万円（前年同四半期比2.1％増）、売上高は3,786百万円

（前年同四半期比20.4％増）となりました。損益については、営業利益106百万円(前年同四半期は営業損失20百万

円）、経常利益126百万円（前年同四半期は経常損失１百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益98百万円（前

年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失２百万円）となりました。

以下主なセグメントの業績についてご説明申しあげます。

（電源機器）

電源機器につきましては、二次電池、アルミ建材等の業界を中心に自動車関連、電子業界等でも様々な仕様にお

応えし、受注の確保に取り組んでまいりました。また、汎用電源では、通信機能搭載により多台数の注文にもお応

えできるよう取り組んでまいりました。その結果、受注高は1,167百万円（前年同四半期比14.4％減）、売上高は

1,390百万円（前年同四半期比41.1％増）となりました。

（表面処理装置）

表面処理装置につきましては、国内の既存設備の更新需要の掘り起こしと稼働中の装置の改造や修理メンテナン

ス案件に対して積極的に取り組んでまいりました。その結果、受注高は1,420百万円（前年同四半期比9.9％増）、

売上高は1,201百万円（前年同四半期比21.7％増）となりました。

（電気溶接機）

電気溶接機につきましては、国内自動車関連業界、鋼製家具業界など内需型産業における需要の掘り起こしに注

力し、新規設備投資・増産需要に対して積極的に取り組んでまいりました。一方、海外につきましては海外代理店

との連携を密にして電子部品業界を中心とした積極的な拡販に努めてまいりました。その結果、受注高は655百万円

（前年同四半期比7.9％増）、売上高は727百万円（前年同四半期比9.9％増）となりました。

（環境機器）

環境機器につきましては、表面処理装置に付帯する機器として、販売に取り組んでまいりました。その結果、受

注高は192百万円（前年同四半期比10.6%減）、売上高は186百万円（前年同四半期比2.4％減）となりました。
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② 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.1％増加し4,198百万円となりました。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて6.6％減少し986百万円となりました。これは、主として投資その他の資

産が106百万円減少したことによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて1.3％減少し5,185百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2.1％減少し2,447百万円となりました。これは、主として前受金等の減

少によりその他が29百万円減少したことによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて3.3％減少し550百万円となりました。これは主として退職給付に係る負

債が８百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2.3％減少し2,998百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.2％増加し2,187百万円となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は76百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2019年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 784,300 784,300
名古屋証券取引所　

市場第二部
単元株式数　100株

計 784,300 784,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年12月31日 ― 784,300 ― 503,000 ― 225,585
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2018年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   2018年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 10,300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,639 ―
763,900

単元未満株式
普通株式

― ―
10,100

発行済株式総数 784,300 ― ―

総株主の議決権 ― 7,639 ―
 

(注) １.「単元未満株式」には当社所有の自己株式76株を含めております。

    ２.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）含まれ

ております。

 

② 【自己株式等】

  2018年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（株）中央製作所
　　（自己保有株式）

名古屋市瑞穂区内浜町24
番１号

10,300 ― 10,300 1.31

計 ― 10,300 ― 10,300 1.31
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,519,069 1,112,614

  受取手形及び売掛金 ※  1,243,156 ※  1,356,069

  電子記録債権 ※  467,309 ※  455,580

  商品及び製品 58,460 66,379

  仕掛品 762,544 929,737

  原材料及び貯蔵品 96,925 143,248

  その他 49,606 135,707

  貸倒引当金 △700 △500

  流動資産合計 4,196,371 4,198,838

 固定資産   

  有形固定資産 278,568 282,309

  無形固定資産 5,539 39,062

  投資その他の資産 772,006 665,261

  固定資産合計 1,056,114 986,632

 資産合計 5,252,486 5,185,470

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  1,266,720 ※  1,271,045

  短期借入金 740,000 740,000

  未払法人税等 27,308 -

  その他 465,437 436,217

  流動負債合計 2,499,467 2,447,262

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 116,500 112,340

  退職給付に係る負債 374,460 365,971

  その他 78,895 72,523

  固定負債合計 569,855 550,835

 負債合計 3,069,323 2,998,097

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 503,000 503,000

  資本剰余金 225,585 225,585

  利益剰余金 1,235,103 1,314,606

  自己株式 △15,349 △15,524

  株主資本合計 1,948,339 2,027,668

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 226,355 152,379

  為替換算調整勘定 8,468 7,325

  その他の包括利益累計額合計 234,823 159,704

 純資産合計 2,183,163 2,187,372

負債純資産合計 5,252,486 5,185,470
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

売上高 3,146,139 3,786,517

売上原価 2,378,460 2,884,705

売上総利益 767,678 901,811

販売費及び一般管理費 788,339 795,058

営業利益又は営業損失（△） △20,660 106,752

営業外収益   

 受取利息 445 463

 受取配当金 6,884 7,652

 持分法による投資利益 13,836 7,427

 為替差益 - 574

 その他 3,089 8,416

 営業外収益合計 24,256 24,534

営業外費用   

 支払利息 4,181 4,309

 為替差損 101 -

 その他 380 507

 営業外費用合計 4,663 4,816

経常利益又は経常損失（△） △1,067 126,470

特別利益   

 固定資産売却益 9 8

 特別利益合計 9 8

特別損失   

 固定資産処分損 164 996

 特別損失合計 164 996

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,221 125,481

法人税、住民税及び事業税 1,393 1,393

法人税等調整額 - 25,234

法人税等合計 1,393 26,627

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,615 98,853

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△2,615 98,853
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,615 98,853

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 51,763 △73,975

 為替換算調整勘定 206 △1,143

 その他の包括利益合計 51,970 △75,118

四半期包括利益 49,354 23,734

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 49,354 23,734

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
 

EDINET提出書類

株式会社中央製作所(E01940)

四半期報告書

10/15



【注記事項】

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結会
計期間の期首から適用しております。

 

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形　

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

受取手形 23,661千円 37,264千円

電子記録債権 13,578千円 28,041千円

支払手形 171,263千円 184,491千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

減価償却費 32,954千円 31,961千円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月27日
定時株主総会

普通株式 30,981 40.00 2017年３月31日 2017年６月28日 利益剰余金
 

　（注）2017年６月27日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立80周年記念配当15円を含んでおります。
 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

 
 
当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 19,350 25.00 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

 電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高          

 外部顧客への売上高 985,738 987,641 662,061 191,524 2,826,966 319,173 3,146,139 ― 3,146,139

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 985,738 987,641 662,061 191,524 2,826,966 319,173 3,146,139 ― 3,146,139

セグメント利益又は損
失（△）

266,663 140,337 121,519 67,448 595,968 102,247 698,216 △718,877 △20,660
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。 

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△718,877千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費

等であります。　

　　 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注３)

 電源機器
表面処理
装置

電気
溶接機

環境機器 計

売上高          

 外部顧客への売上高 1,390,504 1,201,503 727,772 186,888 3,506,668 279,849 3,786,517 ― 3,786,517

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,390,504 1,201,503 727,772 186,888 3,506,668 279,849 3,786,517 ― 3,786,517

セグメント利益 316,760 247,649 158,771 61,321 784,503 75,392 859,896 △753,143 106,752
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、試験装置、計測器等が含まれて

おります。 

    ２．セグメント利益の調整額△753,143千円は、各報告セグメントに配分していない一般管理費等でありま

す。　

　　 ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失
(△)

△3円38銭 127円73銭

　　(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰
属する四半期純損失(△)(千円)

△2,615 98,853

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

△2,615 98,853

普通株式の期中平均株式数(株) 774,338 773,955
 

(注) 前第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第３四半期連結累計期間における潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月14日

株式会社中央製作所

取締役会  御中

有限責任　あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 
公認会計士   

　　
村　井　　達　久 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 
公認会計士   

　　
内　田　　宏　季 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製

作所の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年12

月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央製作所及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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